
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            

01
08

節
233 -51

-6

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
260
-57

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

89.6
10.4

0.0
-57

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

010

001

317

231

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

16 33 27 27

国庫支出金 県支出金

215 284

0.0
0

233

317

 連結区分３  

事業区分３

4,390,036 4,295,074

 

-116,354

4,267,240 -116,354

260

317 260 260

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-57

-57

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

231 260

児童福祉総務費

０１０３０２０１

子ども・子育て会議運営費

子ども・子育て会議運営費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

317
0 0 0 260

0
0

0



　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　317千円

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

款

目

010

03

001

　　・令和7年度　会議2回開催

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子ども・子育て会議運営費

こども政策課

01

所属

036

子ども・子育て会議運営費事業２

　　　　・根拠法令　子ども・子育て支援法、秦野市子ども・子育て会議条例

　　　　　　　　　　8　働きがいも経済成長も
　　　　　　　　　　16　平和と公正をすべての人に

（2） 効果・目標値

　　　　・ＳＤＧｓ　1　貧困をなくそう
　　　　　　　　　　3　すべての人に健康と福祉を

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　会議4回開催

　　　　　　　　　　秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　260千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　260千円

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　231千円

　　　　　　　　　　4　質の高い教育をみんなに
　　　　　　　　　　5　ジェンダー平等を実現しよう

　　　　　　　　　　総合計画（基本施策133　支援を必要とするこども・家庭への対応）

　　　　・効　　果　専門的知見や子育てニーズを踏まえた子育て支援施策の充実
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）
　　　　　　　　　　総合計画（基本施策132　安心して子育てでき、こどもが健やかに成長できる環境づくりの推進）

　　　　・目　　的　秦野市子ども・子育て会議を運営する。
　　　　・内　　容　子ども・子育て支援法に基づき、特定教育・保育施設等の利用定員の設定に関する意見聴取、子ども・
　　　　　　　　　　子育て支援施策の推進について必要な事項及び施策の実施状況に関する調査審議等を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

010

03

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子ども・子育て会議運営費

こども政策課

01

所属

事業２

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

      ・令和4年度　会議回数 2回、委員数 13名
      ・令和5年度　会議回数 1回、委員数 13名
      ・令和6年度　会議回数 4回、委員数 14名

　　　令和7年度は3回の会議開催を予定し、計上したが、令和8年度は2回の開催を予定するため、委員への報酬及び旅費が
　　減額となった。　　

　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
     計画の策定、推進及び実施状況に係る調査・審議等を実施し、会議の意見を子育て支援施策に反映していく。

８　その他

　　　該当なし
　

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　会議の意見等を反映し、子育て支援施策の充実につなげている。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　こども計画の進捗管理及び教育・保育施設の利用定員の調査・審議等を行うため、2回の会議開催を見込む。

036

子ども・子育て会議運営費

-3-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-5-

令和 8年 2月17日

計

0.02,210 0

22 3 3 -19

0 -2,210
654,593 609,426 609,426 -45,167

223 223 -89
37,843 18,476 18,476 -19,367

860
17,783
7,849

545,384
6,186

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

繰出金                           

12
19

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

扶助費                           
27

節

59
186 140 72 72

4,117 205
95

-68

 119,316

732 988 1,028 1,047

312

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-02-02-03/0135100000/0505 119,303
小児医療費助成事業補助金（補助率１／３）

名　　　　　　　称
充 当 額

634,947
-66,561

100.0

構成比(%)

こども医療助成費返還金-61,431
0.0 81.2

査定額 増減額

0-5,130 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.6
0.3

0.0

0.2

0.0

区　　分
その他

一般財源

２－１－２

地方債 使用料・手数料
計

3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

03

02

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

市対象重点ヒアリング 連結区分１

586,132

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

020

002

701,508

事業性質区分 主体区分

18.8

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

6,020 3,912

0.0構成比(%)
0

0 124,433

0.0

4,117
1,131 1,488 1,583 1,583

0.0

議会監査市民事業区分３現状で実施

701,508

2.9
0.0

96.0

21-04-03-03-55/0135100000/0505

4,390,036 4,295,074

主要事業

-116,354

4,267,240 -116,354

634,947

-115,780

4,288,058

-66,561

4,274,256

4,274,256

4,274,256

-66,561

13

 連結区分３  

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業634,947

 

3,557,194

586,132 634,928

児童福祉総務費

０１０３０２０１

児童福祉事業費

こども医療費助成事業費 701,508 634,928

前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

一般会計

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178 4,295,07401

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

036

13
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象新規継続 評価対象

577,062
119,303 0 0 515,631

13



　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　 634,947 千円

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　こどもの健康の維持及び健全な育成に役立てるとともに、福祉の増進を図ることを目的とし、0歳児から高校生年代（18歳年

款

目

020

03

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童福祉事業費

こども政策課

01

所属

036

こども医療費助成事業費事業２

                    秦野市こども医療費の助成に関する条例施行規則（令和6年10月1日施行）

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果    子育てに係る経済的負担の軽減を図り、こどもの健康の維持及び健全な育成に役立てるとともに、
　　　　　　　　　福祉の増進を図ることができる。

　　　　　　　　   助成する。
                    ※健康保険自己負担割合　就学前は2割負担、以降は3割負担

　　　　　　　　 なお、令和6年10月から助成対象年齢を高校生（18歳年度末年齢）まで拡大した。
　　・令和7年度　高校3年生までの子育て世帯に係る経済的負担の軽減を図り、医療費の自己負担分を助成した。

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：　 586,132 千円　
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：　 701,508 千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　中学3年生までの子育て世帯に係る経済的負担の軽減を図り、医療費の自己負担分を助成した。

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：　 634,947 千円

　　　　
　　　　・ＳＤＧｓ  ３　すべての人に健康と福祉を

　　　　・目標値    該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令  秦野市こども医療費の助成に関する条例（令和6年10月1日施行）

　　　　・計　　画  総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）、秦野市子ども・子育
　　　　　　　　　　て支援事業計画

　　　　・目　　的  少子化が進む中、安心して子育てができる環境が求められており、子育てに係る経済的負担の軽減を図り、
                  こどもの健康の維持及び健全な育成に役立てるとともに、福祉の増進を図ることを目的とする。
        ・内　　容  0歳児から高校生年代（18歳年度末年齢）までの通院及び入院に要した費用の保険適用自己負担分を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-6-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

020

03

002

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童福祉事業費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      申請者数　令和7年(10月1日時点)　18,439人、令和6年度　19,225人、令和5年度　16,300人

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（1） 増減理由
　　　令和6年10月から助成対象年齢を高校生年代まで拡大したことに伴う医療助成費について実績に基づき算定し、審査手数料

　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　及び医療費を減額したため、役務費と扶助費が減額となったもの。
　　　

　　　該当なし

　　引き続き、こどもの医療に係る通院費及び入院費の自己負担分を助成する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　
（2） 自然災害対策への取組

事業１

　　 0歳児から高校生年代（18歳年度末年齢）までの通院及び入院に要した費用の保険適用自己負担分を助成する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

　度末年齢）までの通院及び入院に要した費用の保険適用自己負担分を助成することで、子育てに係る経済的負担の軽減を図り、
　福祉の増進を図ることができた。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

036

こども医療費助成事業費

-7-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-13-

令和 8年 2月17日

計

20 3,078 0 -20

27 25 14
147 143 143 -4

11
28
17

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

12

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

節

539
2 122 236 9

8,032 1,011
905

-113

 1,820

1,027 1,468 2,047 2,007

11

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-02-03/0135100000/0505 1,820
母子家庭等対策総合支援事業費補助金（補助率１／２・２／３・３

名　　　　　　　称
充 当 額

13,253
2,332
100.0

構成比(%)

1,304
0.0 86.3

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

60.6
22.9

0.2

15.1

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

03

02

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

市 重点ヒアリング 連結区分１

8,339

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

030

001

148,313

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
1,820本年度予算額

国庫支出金 県支出金

5,575 7,021

0.0構成比(%)
1,028

792 0

13.7

8,036
1,679 2,132 3,037 3,037

0.1

事業区分３

10,921

1.1
0.0

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

144,445

-115,780

4,288,058

2,332

4,274,256

4,274,256

4,274,256

-3,868

 連結区分３  

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業13,253

 

3,557,194

136,522 150,099

児童福祉総務費

０１０３０２０１

母子・父子福祉事業費

母子・父子家庭等相談業務費 10,921 16,604

前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

一般会計

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178 4,295,07401

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

036

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象

10,129
0 0 0 11,433

0



　　・令和7年度　母子・父子自立支援員による相談・助言の実施　

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　個々のひとり親家庭等のニーズに対応するため、母子・父子自立支援員による相談・助言を伴走型で実施し、自立を

款

目

030

03

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

036

母子・父子家庭等相談業務費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・効　　果　ひとり親家庭等の不安の軽減及び生活の安定と自立
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ　1　貧困をなくそう
　　　　　　　　　　3　すべての人に健康と福祉を

　　母子・父子自立支援員を配置し、離婚前も含めた相談や各種手当の申請受付け、就労支援等、きめ細やかなアドバイ
　スを実施し、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援した。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）： 13,253千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　母子・父子自立支援員による相談・助言の実施　

　　　　　　　　 第2土曜日の開庁日に合わせて相談窓口を設け、相談しやすい体制を整備

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　　 第2土曜日の開庁日に合わせて相談窓口を設け、相談しやすい体制を整備

（2） 効果・目標値

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 13,253千円

　　　　・根拠法令　母子及び父子並びに寡婦福祉法
　　　　・計　　画　総合計画（基本施策133　支援を必要とするこども・家庭への対応）、秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　8,339千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 10,921千円

　　　　・目　　的　母子・父子自立支援員によるひとり親家庭等の相談・助言を行う。
　　　　・内　　容　ひとり親家庭等に対する相談や情報提供、就労支援を行い、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を
　　　　　　　　　　支援する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-14-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

030

03

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　今後も母子・父子自立支援員を継続して配置し、きめ細かな相談や助言等を行いながら、ひとり親家庭等の生活の
　安定と自立を支援していく。

　　　令和4年度　相談件数　3,879件     
　　　令和5年度　相談件数　3,418件

　　　該当なし

　　　令和6年度　相談件数　3,763件

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

　　　該当なし

事業１

　　　会計年度任用職員に係る報酬単価及び期末・勤勉手当支給率改定に伴い、人件費が増加したもの。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　促進する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

036

母子・父子家庭等相談業務費

-15-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-19-

令和 8年 2月18日

計

817 817 -1,1584,516

節　　　　　名
旅費                            
需用費                           
役務費                           
扶助費                           
繰出金                           

08
10
11
19
27

節

-253
98,704 102,813 106,444 104,827

2 0
12

2,014

 50,129

2,431 2,911 2,727 2,658

1,975

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-02-02-05/0135100000/0505 50,124
ひとり親家庭等医療費助成事業補助金（補助率１／２）

名　　　　　　　称
充 当 額

108,415
615

100.0

構成比(%)

ひとり親家庭等医療助成費返還金-372
0.0 53.8

査定額 増減額

0987 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.0
0.1

0.8

2.4

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

03

02

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

市 重点ヒアリング 連結区分１

105,782

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

030

002

148,313

事業性質区分 主体区分

46.2

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

1 2

0.0構成比(%)
0

0 49,137

0.0

2
131 99 128 111

96.7

事業区分３

107,800
21-04-03-03-56/0135100000/0505

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

144,445

-115,780

4,288,058

615

4,274,256

4,274,256

4,274,256

-3,868

5

 連結区分３  

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業108,415

 

3,557,194

136,522 150,099

児童福祉総務費

０１０３０２０１

母子・父子福祉事業費

ひとり親家庭等医療費助成事業費 107,800 110,118

前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

一般会計

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178 4,295,07401

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

政策的経費事業

036

5
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

58,658
50,124 0 0 58,286

5



　　　　　　　 令和7年1月から所得制限限度額を引き上げた。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進するため、医療費の自己負担額を助成する。

款

目

030

03

002

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

036

ひとり親家庭等医療費助成事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令  「秦野市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例」(平成8年12月24日条例第23号)及び「同条例施行

　　　　・ＳＤＧｓ  ３　すべての人に健康と福祉を

　　　ひとり親家庭等の入院・通院に要した費用の保険適用自己負担分を助成することで、生活の安定と自立を支援し、福祉の増
　  進を図ることができた。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：108,415千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進するため、医療費の自己負担額を助成した。

　　・令和7年度  ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進するため、医療費の自己負担額を助成した。

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　　　　　 なお、児童扶養手当の基準に準じて所得制限限度額を設けているが、児童扶養手当法の改正に合わせて、

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援し、福祉の増進を図ることができる。

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：108,415千円

                    規則」（平成8年12月24日規則第20号）平成9年4月1日施行
　　　　・計　　画　秦野市子ども・子育て支援事業計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：105,782千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：107,800千円

　　　　・目　　的  ひとり親家庭等に対して医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を支援す
                  るとともに福祉の増進を図る。
　　　　・内　　容  ひとり親家庭等の入院・通院に要した費用の保険適用自己負担分を助成する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

030

03

002

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　該当なし

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進するため、医療費の自己負担額を助成する。

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

事業１

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      受給資格者数　令和6年度　2,325人　令和5年度　2,364人　令和4年度　2,408人　

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　過去の実績及び令和7年度の執行状況から、医療費は上昇傾向であることが確認できたため、扶助費を増額したもの。

036

ひとり親家庭等医療費助成事業費
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-24-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
役務費                           
負担金、補助及び交付金                   

11
18

節
7 -1

-6,814

 17,752

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-02-03/0135100000/0505 13,702
母子家庭等対策総合支援事業費補助金（補助率１／２・２／３・３

名　　　　　　　称
充 当 額

22,777
-6,815
100.0

構成比(%)

母子家庭等対策総合支援事業費補助金（補助率１／２・２／３・３
3,600

-1,389
0.0 22.1

査定額 増減額

0-360 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.0
100.0

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

03

02

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

  重点ヒアリング 連結区分１

22,400

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

030

003

148,313

事業性質区分 主体区分

15.8

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
14,152本年度予算額

国庫支出金 県支出金

6 8

0.0構成比(%)
-5,066

19,218 3,960

62.1

7
22,394 29,584 23,370 22,770

特定高等職業訓練促進給付金事業費補助金（補助率１０／１０）

事業区分３

29,592
15-02-02-02-03/0135100000/0515

16-02-02-02-67/0135100000/0505

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

144,445

-115,780

4,288,058

-6,815

4,274,256

4,274,256

4,274,256

-3,868

450

 連結区分３  

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業22,777

 

3,557,194

136,522 150,099

児童福祉総務費

０１０３０２０１

母子・父子福祉事業費

母子家庭等自立支援給付金事業費 29,592 23,377

前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

一般会計

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178 4,295,07401

前年当初額 要求額

  

款

項

目

事業１

政策的経費事業

036

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

6,414
3,600 0 0 5,025

0



　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：29,592千円

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

款

目

030

03

003

　　・令和7年度　ひとり親家庭等の自立の促進と生活の安定を図るため、給付金を支給

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

036

母子家庭等自立支援給付金事業費事業２

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を
　　　　　　　　　　8　働きがいも経済成長も

　　　　　　　　　　（自立支援教育訓練給付金、高等職業訓練促進給付金、特定高等職業訓練促進給付金、
　　　　　　　　　　　高等職業訓練修了支援給付金）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　ひとり親家庭等の自立の促進と生活の安定を図るため、給付金を支給

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策133 支援を必要とするこども・家庭への対応）、秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：22,777千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：22,777千円

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：22,400千円

　　　　　　　　　　高等学校卒業程度認定試験を受験するための対策講座を受講する場合に、受講料の一部を
　　　　　　　　　　支給する。（高等学校卒業程度認定試験合格支援事業給付金）

　　　　　　　　　　秦野市母子家庭等に対する高等職業訓練促進給付金等事業実施要項

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　ひとり親家庭等の自立の促進と安定的な生活の維持
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　・根拠法令　母子及び父子並びに寡婦福祉法
　　　　　　　　　　秦野市母子家庭等に対する自立支援教育訓練給付金事業実施要項

　　　　・目　　的　ひとり親家庭等の早期自立と生活の安定を図るため、就労に必要な資格を取得するに当たり、
　　　　　　　　　　経済的支援を行う。また、学び直しの支援を行い、資格取得の支援に結び付ける。
　　　　・内　　容　就労に有利な資格取得のための講座などを受講するひとり親家庭等に給付金を支給する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

030

03

003

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３母子・父子福祉事業費

こども政策課

01

所属

事業２

８　その他

　　の。
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      令和4年度28人　　令和5年度26人、　　令和6年度40人

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（1） 増減理由
　　　過去の実績、令和7年度の実施状況から高等職業訓練促進給付金の対象者数の見直しを行い、補助金額が減額となったも

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　安定した就労につなげるために、ひとり親家庭等の個々の状況にあわせて自立に向けた計画を策定し、資格取得を支援する
　とともに、学び直しの支援も行い、自立を促進する。

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　ひとり親家庭等の個々の状況にあわせ、自立に向けた計画を策定し、就労に必要な資格取得を支援する。
　　今まで最終学歴により、支援に結び付かなかった者たちの学び直しを支援する。

　　ひとり親家庭等の保護者が、就労を容易にするために必要な資格を取得するに当たり、受講料の一部負担や生活を支援する
　ことで、資格を生かした安定的な就労につながり、自立に向けた支援と生活の安定を図ることができた。
　　一方で、最終学歴により、現在ある支援に結び付かないケースもあり、課題となっている。

036

母子家庭等自立支援給付金事業費

-26-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-28-

令和 8年 2月18日

計

2,910,000 2,862,325 2,848,045 -61,955

2,322 2,004 2,004 -318
25 1,460 1,460 1,435

562
5,297

18,656
2,234,285

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

12
19

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

扶助費                           

節

71
79 162 123 123

4,556 133
61

-39

 2,572,560

756 1,017 1,088 1,088

424

児童手当負担金
40

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-01-01-02-11/0135100000/0505 2,296,996
児童手当負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

10.0

査定額 増減額

0
2,859,238

-60,673
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.2
0.1

0.0

0.0

0.0
-183

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

3,440,143

2,265,277

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
2,296,996本年度予算額

増減額
構成比(%)

-59,026

2,356,022 276,988

80.3 9.7
-1,464

1,261 1,538 1,599 1,599

国庫支出金 県支出金

4,381 4,423

0.0
0

4,556

364 363 -61
0.0

2,919,911

0.1
0.0

99.6

16-01-01-02-08/0135100000/0505

21-04-03-03-51/0135100000/0505
児童手当返還金

 連結区分３  

事業区分３

275,524

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

3,390,767

2,919,911 2,873,519 2,859,238

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-49,376

-60,673

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

2,765,887 3,405,056

児童福祉総務費

０１０３０２０１

児童手当給付費

児童手当費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象新規継続 評価対象ソフト事業継続

286,861
275,524 0 0 286,678

40
40

0



４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　児童手当を支給することで、子育て家庭における生活の安定に寄与し、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質

款

目

040

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

036

児童手当費事業２

                    「秦野市児童手当等の認定等の事務取扱いに関する規則」（平成7年6月1日規則第12号）

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　子育て家庭における生活の安定に寄与する。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　　　　　　第3子以降の児童は月額30,000円を支給する。
　　　　　　　　　　所得制限なし

　　　　　　　 第3子以降は3万円を支給し、支給回数を年6回に変更した。
　　・令和7年度　児童手当を受給者に支給した。

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：2,265,277千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：2,919,911千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：2,859,238千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　児童手当及び特例給付を受給者に支給した。(特例給付は令和6年9月分まで)
　　　　　　　　 なお、児童手当法の改正により、令和6年10月分から所得制限の撤廃、高校生までの支給対象者拡大、

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：2,859,238千円

　　　　・ＳＤＧｓ ３　すべての人に健康と福祉を

２　全体計画[Ｐ]

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　「児童手当法」（昭和46年5月27日法律第73号）
　　　　　　　　　　「児童手当法施行令」（昭和46年9月4日政令第281号）
　　　　　　　　　　「児童手当法施行規則」（昭和46年9月4日厚生省令第33号）

　　　　・計　　画　該当なし

　　　　・目　　的　子育て家庭における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資すること
                  を目的とする
　　　　・内　　容　高校生年代まで児童1人につき、月額10,000円、ただし、3歳未満の児童は、15,000円、

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-29-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

040

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

事業２

      受給者数　令和6年度　11,212人　令和5年度　8,563人　令和4年度　9,619人

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、児童手当を受給者に支給する。

（1） 増減理由
　　　令和7年度の執行状況から支給対象延児童数の減を見込み、扶助費を減額したもの。

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

事業１

　受給者に支給する。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

　の向上を図ることができた。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　子育て家庭における生活の安定に寄与し、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上を図るために、児童手当を

036

児童手当費

-30-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-36-

令和 8年 2月18日

計

514,800 522,690 522,690 7,890

808 912 912 104
0 3,866 3,866 3,866

148
580

1,179
495,563

節　　　　　名
報酬                            
共済費                           
報償費                           

12
19

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
04
07
08
10
11

扶助費                           

節

-14
8 29 29 29

621 -52
-8

0

 174,632

0 14 0 0

72

母子家庭等対策総合支援事業費補助金（補助率１／２・２／３・３
100

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-01-01-02-20/0135100000/0505 174,230
児童扶養手当負担金（負担率１／３）

名　　　　　　　称
充 当 額

67.0

査定額 増減額

0
528,262
11,858
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.1
0.0

0.0

0.0

0.0
8,926

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

002

3,440,143

497,838

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
174,532本年度予算額

増減額
構成比(%)

2,932

171,600 0

33.0 0.0
0

0 8 0 0

国庫支出金 県支出金

360 673

0.0
0

621

152 144 72
0.0

516,404

0.2
0.7

99.0

15-02-02-02-03/0135100000/0505

21-04-03-03-67/0135100000/0505
児童扶養手当返還金

 連結区分３  

事業区分３

302

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

3,390,767

516,404 528,270 528,262

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-49,376

11,858

一般会計

政策的経費事業

3,557,194

2,765,887 3,405,056

児童福祉総務費

０１０３０２０１

児童手当給付費

児童扶養手当費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象ソフト事業継続

344,704
0 0 0 353,630

100
100

0



５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

040

03

002

　　母子・父子家庭等に手当を支給することで、生活の安定と自立の促進を図ることができた。

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

036

児童扶養手当費事業２

　　　　・効　　果　母子・父子家庭等に手当を支給することで、生活の安定と自立の促進を図ることができる。　
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ　1　貧困をなくそう
　　　　　　　　　　3　すべての人に健康と福祉を

　
４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：497,838千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：516,404千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：528,262千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　母子・父子家庭等に手当を支給することで、生活の安定と自立の促進を図った。
　　・令和7年度  母子・父子家庭等に手当を支給することで、生活の安定と自立の促進を図った。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：528,262千円

（2） 効果・目標値

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・根拠法令　児童扶養手当法（昭和36年11月29日法律第238号）
　　　　　　　　　　児童扶養手当法施行令（昭和36年12月7日政令第405号）
　　　　　　　　　　児童扶養手当法施行規則（昭和36年12月7日厚生省令第51号）
　　　　　　　　　　秦野市児童扶養手当支給事務取扱要綱（平成16年8月1日施行）

　　　　・計　　画　秦野市子ども・子育て支援事業計画

　　　　・目　　的　母子・父子家庭等の生活の安定と自立の促進を図る。
　　　　・内　　容  母子・父子家庭等に手当を支給する（所得基準有り）
            　　　　支給は1月、3月、5月、7月、9月、11月の年6回（前月分までの2か月分）の支払となる。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

040

03

002

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　

　　今後も事業を継続し、母子父子家庭等の支援を行っていく。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      受給者数（3月末）令和6年度　916人　令和5年度　936人　令和4年度　952人

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　該当なし
　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

　　　システム標準化及びデータ標準レイアウト改版に伴う改修費用を計上したため、委託料が増額したもの。
　　　また、物価スライドに伴って変動する手当の増額を見込み、扶助費を増額したもの。

　　母子・父子家庭等に手当を支給し、生活の安定と自立の促進を図る。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

036

児童扶養手当費
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-42-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
役務費                           
扶助費                           

11
19

節
5 -1

-560

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
3,267
-561

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.2
99.8

0.0
-561

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

003

3,440,143

2,771

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

2,767 3,822 3,262 3,262

国庫支出金 県支出金

4 6

0.0
0

5

3,828

 連結区分３  

事業区分３

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

3,390,767

3,828 3,267 3,267

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-49,376

-561

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

2,765,887 3,405,056

児童福祉総務費

０１０３０２０１

児童手当給付費

養育者支援金給付費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

3,828
0 0 0 3,267

0
0

0



　　・令和7年度　支援金を支給することにより、養育者家庭の生活の安定を図った。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　養育者家庭の生活の安定のため、児童扶養手当と同様の支援を行っていく。

款

目

040

03

003

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

036

養育者支援金給付費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値  
　　　　・効　　果  支援金を支給することにより、児童扶養手当を受給できない養育者家庭の生活の安定を図ることができる。
　　　　・目 標 値  該当なし

　　　　　　　　　  支給は1・3・5・7・9・11月（年6回）、前月分までの2ヶ月分を支給するもの。
　　　　・ＳＤＧｓ  １　貧困をなくそう

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　児童扶養手当を受給できない養育者家庭に支援金を支給することにより、生活の安定に寄与することができた。

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：3,267千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：3,267千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　　　　　 なお、児童扶養手当法の規定を準用して支給しているが、児童扶養手当法の改正により、令和6年11月分から
　　　　　　　第3子以降の児童に係る加算額及び所得制限限度額が引き上げられた。

　　・令和6年度　支援金を支給することにより、養育者家庭の生活の安定を図った。

　　　　　　　　　　３　すべての人に健康と福祉を

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：3,828千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令  秦野市養育者支援金の支給に関する規則（平成25年4月1日施行）
　　　　・計　　画　秦野市子ども・子育て支援事業計画

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：2,771千円

　　　　・目　　的  児童扶養手当を受給できない養育者家庭の生活の安定を図る。
　　　　・内　　容  父又は母に養育されていない児童を養育している養育者が公的年金を受給しているために、児童扶養手当
                    を受給できない状況がある場合に支援金を支給する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-43-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

040

03

003

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３児童手当給付費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　

  と同様の支援を行っていく。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　対象児童数（3月末）令和6年度　5人、令和5年度　5人、令和4年度　5人、

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　公的年金の受給により児童扶養手当を受給できない養育者家庭が一定数あることから、今後も事業を継続し、児童扶養手当

　　　該当なし
　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      受給者数（3月末）　令和6年度　5人、令和5年度　5人、令和4年度　5人　　

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　新規対象者数の見込人数の減少により、扶助費を減額したもの。

036

養育者支援金給付費

-44-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-46-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
需用費                           
委託料                           
使用料及び賃借料                      

10
12
13

節

2

388 237
3,895

 37,314

21 23 25 25

子ども・子育て支援交付金（交付率１／３・１／２）
18,657

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-01-34/0130150000/0505 18,657
重層的支援体制整備事業交付金

名　　　　　　　称
充 当 額

33.3

査定額 増減額

0
55,971
4,134
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.7
99.3
0.0

0.0
1,378

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

050

001

51,837

49,431

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
18,657本年度予算額

増減額
構成比(%)

1,378

17,279 17,279

33.4 33.3
1,378

49,306 51,663 56,004 55,558

国庫支出金 県支出金

104 151

0.0
0

836

51,837
15-02-02-02-07/0135100000/0505

16-02-02-01-34/0130150000/0505

子ども・子育て支援交付金（交付率１／４・１／３）

重層的支援体制整備事業交付金

 連結区分３  

事業区分３

016-02-02-02-54/0135100000/0505

0

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

55,971

51,837 56,865 55,971

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

4,134

4,134

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

49,431 56,865

児童福祉総務費

０１０３０２０１

子育てふれあい推進事業費

子育てふれあい推進事業費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

17,279
18,657 0 0 18,657

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

款

目

050

03

001

　子育て支援センターを引き続き10か所で開室する。

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子育てふれあい推進事業費

こども政策課

01

所属

036

子育てふれあい推進事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値　子育て支援センターの開設数：10か所

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　子ども・子育て支援法、児童福祉法

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　身近な地域の中で安心して親子同士の交流ができる場として、また、こども家庭センターを補完する身近な相談の場として、

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：55,725千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　「ぽけっと21」9か所及び「ちっちゃなて」の計10か所で運営

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　保護者の社会的孤立の防止や育児不安の解消となっている。

　　・令和7年度　「ぽけっと21」9か所及び「ちっちゃなて」の計10か所で運営

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　未就園児とその保護者の社会的孤立の防止と育児不安の解消

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：55,971千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）
　　　　　　　　　　秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：49,431千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：51,837千円

　　　　・目　　的　未就園児とその保護者に交流の場を提供するとともに、育児相談等を行う。
　　　　・内　　容　保護者同士の情報交換や専門の研修を受けた子育てアドバイザーによる育児相談等ができる場を提供する
　　　　　　　　　　ため、子育て支援センター「ぽけっと21」及び「ちっちゃなて」を運営する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-47-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

050

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子育てふれあい推進事業費

こども政策課

01

所属

事業２

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　子育て環境の多様化を踏まえ、母親だけでなく、子育て中の父親、祖父母等からも広く利用されるよう周知するとともに、
　身近な場所で気軽に相談ができる環境づくりを進めていく。

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　　該当なし

事業１

　　　令和4年度決算　利用者数 28,162人　1日平均利用者数 22人/か所
　　　令和5年度決算　利用者数 28,768人　1日平均利用者数 22人/か所　
　　　令和6年度決算　利用者数 29,705人　1日平均利用者数 23人/か所

（1） 増減理由
　　　人件費の増額により、委託料が増額となった。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）　　　　　　　　　　　 

036

子育てふれあい推進事業費

-48-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-51-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
委託料                           
扶助費                           

12
19

節
12,856 569

73

 8,786

子ども・子育て支援交付金（交付率１／４・１／３）

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-02-07/0135100000/0505 4,393
子ども・子育て支援交付金（交付率１／３・１／２）

名　　　　　　　称
充 当 額

33.4

査定額 増減額

0
13,181

642
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

97.5
2.5

0.0
-78

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

070

001

12,539

11,260

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
4,393本年度予算額

増減額
構成比(%)

360

4,033 4,033

33.3 33.3
360

343 252 325 325

国庫支出金 県支出金

10,918 12,287

0.0
0

12,856

12,539
16-02-02-02-54/0135100000/0505

 連結区分３  

事業区分３

4,393

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

13,181

12,539 13,181 13,181

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

642

642

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

11,260 13,181

児童福祉総務費

０１０３０２０１

ファミリー・サポート・センター事業費

ファミリー・サポート・センター事業費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

4,473
4,393 0 0 4,395

0
0

0



　　　　　　　　 ・市内全域に支援会員募集の組回覧及び市公式LINEでの情報発信を実施　

　　・支援を必要とする子育て世帯のニーズに対応するため、担い手となる支援会員の確保が課題となっている中で、
　　　令和4年度に開始した市内全域への組回覧による周知により、支援会員の登録が増加している。

款

目

070

03

001

　　・少子化が進む中、依頼会員数及び利用件数は一定数を保ち、ニーズが多様化している。

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３ファミリー・サポート・センター事業費

こども政策課

01

所属

036

ファミリー・サポート・センター事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値　ファミリー・サポート・センターの利用数：10,000人日（確保量）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　子ども・子育て支援法、児童福祉法

　　　　・ＳＤＧｓ　3　全ての人に健康と福祉を

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：13,181千円
　　　
３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　・保育所等の送迎や支援会員宅での預かり等、子育て世帯への支援を実施

　　・令和7年度　・保育所等の送迎や支援会員宅での預かり等、子育て世帯への支援を実施
　　　　　　　　 ・非課税世帯及び生活保護受給世帯の依頼会員を対象として利用料を助成
　　　　　　　　 ・市内全域に支援会員募集の組回覧及び市公式LINEでの情報発信を実施

　　　　　　　　 ・非課税世帯及び生活保護受給世帯の依頼会員を対象として利用料を助成

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　多様な子育てニーズへの対応による子育て家庭の負担の軽減　

　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：13,181千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）
                    秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：11,260千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：12,539千円

　　　　・目　　的　保育所等への送迎や預かり等、様々な子育てニーズに対応することで、子育てしやすい環境を創出
　　　　　　　　　　する。
　　　　・内　　容　子育ての援助を受けたい人と子育ての援助をしたい人が会員となり、相互援助活動を実施する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-52-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

070

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３ファミリー・サポート・センター事業費

こども政策課

01

所属

事業２

８　その他

　　　　　　　　　令和5年度　312件　262千円  
　　　　　　　　　令和6年度　462件　343千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　　人件費の増額により、委託料が増額となった。

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      利用料助成　令和4年度　299件　223千円

　

　　・支援会員のスキルアップを目的とした研修の実施等、今後も積極的に取り組み、より質の高い事業の実施を目指す。
　　・非課税世帯及び生活保護受給世帯の依頼会員に対する利用料の助成制度を令和8年度も引き続き実施し、低所得世帯
　　　の負担軽減を図る。

（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　・子育て世帯の多様化するニーズに対応するため、事業を継続するとともに、支援会員の増加に努める。
　　・非課税世帯及び生活保護受給世帯の依頼会員を対象とする利用料の助成制度を引き続き実施する。　　

036

ファミリー・サポート・センター事業費
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-55-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
需用費                           10

節
1,268 18

 234

子育てサポートブック広告代

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

19-01-01-03-07/0113300000/0505 0
ふるさと基金繰入金

名　　　　　　　称
充 当 額

81.5

査定額 増減額

-1,016
1,268

18
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
1,034

18.5

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

090

001

1,250

1,087

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

1,087 1,250

0.0
0

1,268

1,250
21-04-03-03-22/0135100000/0505

 連結区分３  

事業区分３

234

4,390,036 4,295,074

非主要

-116,354

4,267,240 -116,354

1,268

1,250 1,268 1,268

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

18

18

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

1,087 1,268

児童福祉総務費

０１０３０２０１

子育て支援制度普及促進費

子育て支援制度普及促進費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

0
0 0 0 1,034

1,250
234

0



３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

090

03

001

　情報を分かりやすくまとめ、効率的に情報を提供している。

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子育て支援制度普及促進費

こども政策課

01

所属

036

子育て支援制度普及促進費事業２

　　　　・計　　画　該当なし

　　　　　　　　　　17　パートナーシップで目標を達成しよう

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　子育てに関する支援制度やサービスの効率的な周知

　　　　・ＳＤＧｓ　3　すべての人に健康と福祉を
　　　　　　　　　　5　ジェンダー平等を実現しよう

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　妊婦や転入者等に対し、妊娠・出産から小学校就学までの一連の子育て支援施策のほか、安心して楽しく子育てするための

　　　・令和6年度決算　  事業費（進捗率）：1,087千円
　　　・令和7年度予算　　事業費（進捗率）：1,250千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：1,268千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：1,268千円

　　・令和6年度　子育て支援制度を啓発するため、子育てサポートブックを発行
　　・令和7年度　子育てサポートブックを発行

　　　　　　　　　　8　働きがいも経済成長も
　　　　　　　　　　11　住み続けられるまちづくりを

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・目　　的　市民や事業者に対し、子育て支援制度やサービスの認知度を高め利用を促進することで、市内の子育て世
　　　　　　　　　　帯が仕事と育児を両立しやすい環境づくりを進める。
　　　　・内　　容　子育て世帯を支援する各種制度やサービスの普及啓発を行うため、子育てサポートブックを発行する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

090

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３子育て支援制度普及促進費

こども政策課

01

所属

事業２

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　子育てニーズや国の動向を反映しながら、各種制度やサービスの周知と子育てしやすい環境づくりの促進に努める。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　・令和4年度　 子育てサポートブック作成　4,000部

　　　該当なし

　　　・令和5年度 　子育てサポートブック作成　4,000部
　　　・令和6年度　 子育てサポートブック作成　4,000部

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし

　　　該当なし
　　　

事業１

（1） 増減理由
　　　印刷資材の高騰により、印刷製本費が増額となった。

　　子育てサポートブックを作成し、妊娠が分かった方や転入世帯及び希望世帯に配布する。
　　作成部数：4,000部

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

036

子育て支援制度普及促進費

-57-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-59-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
報償費                           
需用費                           
負担金、補助及び交付金                   

07
10
18

節

215

15 0
-1

 363

177 660 875 875

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-02-03/0135100000/0505 363
母子家庭等対策総合支援事業費補助金（補助率１／２・２／３・３

名　　　　　　　称
充 当 額

59.7

査定額 増減額

0
901
214

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.7
1.2

97.1

0.0
277

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

4,288,058

036 3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

100

001

687

203

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
363本年度予算額

増減額
構成比(%)

-63

426 0

40.3 0.0
0

11 12 11 11

国庫支出金 県支出金

15 15

0.0
0

15

687

 連結区分３  

事業区分３

4,390,036 4,295,074

 

-116,354

4,267,240 -116,354

901

687 901 901

4,274,256

4,274,256

4,274,256

4,267,240

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

214

214

一般会計

政策的経費事業  

3,557,194

203 901

児童福祉総務費

０１０３０２０１

こどもの未来応援事業費

こどもの未来応援事業費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

261
0 0 0 538

0
0

0



　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：901千円

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　こどもの居場所やコミュニティ保育を運営する市民団体が、継続的に安定した活動ができるよう、引き続き支援が必要

款

目

100

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３こどもの未来応援事業費

こども政策課

01

所属

036

こどもの未来応援事業費事業２

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　全てのこどもたちの健やかな成長を地域で見守る環境の整備
　　　　・目 標 値　多様なこどもの居場所の拡充

　　　　・ＳＤＧｓ　1　貧困をなくそう
 　　　　　　　　　 3　すべての人に健康と福祉を

　　・令和6年度　市民団体に対する補助及び意見交換会の実施、コミュニティ保育研修会の開催
　　・令和7年度　市民団体に対する補助及び意見交換会の実施、コミュニティ保育研修会の開催

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：203千円

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：581千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：687千円

                    4　質の高い教育をみんなに
　　　　　　　　　　17　パートナーシップで目標を達成しよう。

　　　　　　　　　　秦野市こども計画

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律、秦野市こどもの居場所運営事業費補助金交付
　　　　　　　　　　要綱、コミュニティ保育推進事業補助金交付要綱、秦野市こどもの貧困対策庁内連絡会設置要綱

　　　　　　　　　　総合計画（基本施策132　安心して子育てでき、こどもが健やかに成長できる環境づくりの推進）
　　　　　　　　　　総合計画（基本施策133　支援を必要とするこども・家庭への対応）

　　　　・目　　的　全てのこどもが安心して過ごせる居場所づくりを展開し、地域全体でこどもを見守る環境を整備する。
　　　　・内　　容　こどもの居場所及びコミュニティ保育を運営する市民団体に対し、運営費の一部を補助するとともに、
　　　　　　　　　　その活動が地域に広がるよう啓発する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-60-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



　　　国庫補助金の活用により、歳入確保を図る。

款

目

100

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３こどもの未来応援事業費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　新たに市民団体と市民提案型協働事業を実施するため、負担金を計上したことにより増額となった。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　秦野市提案型協働事業検討会において、令和8年度事業として採択された。

　・市民提案型協働事業による「こどもの居場所づくり」の推進

　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　こどもの居場所及びコミュニティ保育を運営する市民団体に対しその活動を支援するとともに、福祉部、教育部等の関
　係部局との連携を図り、こどもの貧困の解消に向けた対策を推進する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

事業１

　　等と連携を図り、活動の普及啓発に取り組む。
　・未就園児親子の社会的孤立を防止するため、コミュニティ保育を運営する市民団体の活動費の一部を補助するとともに、
　　保育活動の質と意欲の向上を図るための研修会を実施する。

　である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　・こどもの居場所を運営する市民団体に対し運営費の一部を補助するとともに、取組が地域に広がるよう、関係市民団体

036

こどもの未来応援事業費

-61-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）

-63-

令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
委託料                           
負担金、補助及び交付金                   

12
18

節
1,500 0

-1,500

 21,020

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

15-02-02-02-06/0135100000/0505 16,960
地域少子化対策重点推進交付金（児童福祉総務費　交付率２／３）

名　　　　　　　称
充 当 額

25,500
-1,500
100.0

構成比(%)

地域少子化対策重点推進交付金（交付率１／６）
60

-257
0.2 17.6

査定額 増減額

20-250 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

5.9
94.1

0.0

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

3,557,194 4,383,594 4,288,058

4,383,594

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

10 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

03

02

01

民生費

児童福祉費 3,562,652

市 重点ヒアリング 連結区分１

0

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

120

001

27,000

事業性質区分 主体区分

15.7

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
16,960本年度予算額

国庫支出金 県支出金

0 1,500

0.0構成比(%)
-1,013

17,973 4,250

66.5

1,500
0 25,500 24,000 24,000

結婚支援事業参加料

事業区分３

27,000
16-02-02-02-04/0135100000/0505

21-04-03-03-74/0135100000/0505

4,390,036 4,295,074

 

-116,354

4,267,240 -116,354

25,500

-115,780

4,288,058

-1,500

4,274,256

4,274,256

4,274,256

-1,500

4,000

 連結区分３  

4,267,240

補助

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業25,500

 

3,557,194

0 25,500

児童福祉総務費

０１０３０２０１

結婚支援事業費

結婚支援事業費 27,000 25,500

前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

一般会計

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178 4,295,07401

前年当初額 要求額

ソフト事業 

款

項

目

事業１

政策的経費事業

036

60
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

4,737
4,000 0 0 4,480

40



　　　　　　　　 ・結婚に伴う新生活への経済的支援（家賃・引越費用の支援）の実施

　　・結婚に伴う新生活への経済的支援（家賃・引越費用の支援）の実施

款

目

120

03

001

　　・結婚を希望する若い世代を対象にした、出会いの機会を提供するイベント等の実施

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３結婚支援事業費

こども政策課

01

所属

036

結婚支援事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目 標 値　募集定員に対するイベント参加率：100％

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　こども基本法

　　　　・ＳＤＧｓ　17　パートナーシップで目標を達成しよう

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　25,500千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　結婚に関する個別相談会の実施

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　・概ね予定どおり進んでいる。

　　・令和7年度　・AIを活用した「婚活」に関するセミナーのほか婚活バスツアーの実施

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　結婚機運の醸成、結婚を希望する独身の市民に対する出会いの機会の提供、結婚新生活の経済的支援

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　25,500千円

　　　　・計　　画　総合計画（基本施策131　結婚・妊娠・出産・育児までの切れ目のない支援の充実）
　　　　　　　　　　秦野市こども計画

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　 　453千円　※総合政策課所管の企画事業費から結婚支援事業のみ抜粋
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　27,000千円

　　　　・目　　的　結婚を希望する若い世代に対する結婚支援（マッチング支援等）及び結婚に伴う新生活の経済的支援
　　　　　　　　　（家賃・引越費用の支援）を行い、本市への移住・定住の促進も踏まえた少子化対策の推進に資する。
　　　　・内　　容　結婚支援事業の推進

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-64-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02

事業１



款

目

120

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３結婚支援事業費

こども政策課

01

所属

事業２

　　　該当なし
　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

　　結婚を希望する若い世代への結婚支援を行い、少子化対策を推進する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　国庫補助金の活用により、歳入確保を図る。

事業１

　　　助成件数　令和7年度（令和8年1月末時点）　10件　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　結婚新生活支援事業助成金について、令和7年度の助成状況を踏まえて見込件数を算定した結果、減額となった。
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

036

結婚支援事業費

-65-

当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０１

民生費

児童福祉総務費

項 02



（単位：千円）
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令和 8年 2月18日

計

節　　　　　名
扶助費                           19

節
7,016 574

 5,284

助産施設等入所費負担金（負担率１／２）
1,728

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

13-01-01-02-05/0135100000/0505 99
助産施設等入所個人負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

24.7

査定額 増減額

1
7,016

574
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
143

1.4

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

民生費

児童福祉費 3,562,652

7,016

037 5,458 6,442 7,016

6,442

現段階出力 段階

-115,780

-115,780 目
的-115,780

15 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　

15 児童福祉費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

030

001

6,442

5,458

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
3,457本年度予算額

増減額
構成比(%)

287

3,170 1,585

49.3 24.6
143

国庫支出金 県支出金

5,458 6,442

0.0
0

7,016

6,442
15-01-01-02-24/0135100000/0505

16-01-01-02-06/0135100000/0505
助産施設等入所費負担金（負担率１／４）

 連結区分３  

事業区分３

3,457

4,390,036 4,295,074

非主要

574

7,016 574

7,016

6,442 7,016 7,016

4,274,256

4,274,256

4,274,256

7,016

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

574

574

一般会計

義務的経費事業  

5,458

5,458 7,016

児童保育費

０１０３０２０２

助産施設等入所費

助産施設等入所費

4,295,07401

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,295,0743,562,652

4,390,036

4,390,036

こども政策課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0135100000

会計

所属

3,601,178

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

1,589
1,728 0 0 1,732

98
99

0



　　・令和6年度　助産施設 2人　　　 　 母子生活支援施設 1世帯12か月

　　対象者が助産施設及び母子生活支援施設を円滑に利用できるよう支援する。

款

目

030

03

001

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３助産施設等入所費

こども政策課

02

所属

037

助産施設等入所費事業２

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　支援を必要とする妊婦や母子の安心した出産と生活の維持
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　　　　　　　・配偶者のない女子等が、その監護すべき児童の福祉に欠ける場合に、対象者からの申込みに基づきその保
　　　　　　　　　　　護者及び児童を母子生活支援施設において保護する。

　　関係部署との情報共有のもと、適切な支援をするための体制を整えている。

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：6,442千円
　　　・令和8年度予算　　事業費（進捗率）：7,016千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：7,016千円

　　・令和7年度　助産施設 3人（見込み）母子生活支援施設 1世帯12か月（見込み）

４　事業の自己評価（目標値に対する効果の検証・課題・問題点等）[Ｃ]

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　・ＳＤＧｓ　1　貧困をなくそう
　　　　　　　　　　3　すべての人に健康と福祉を

　　　・令和6年度決算 　 事業費（進捗率）：5,458千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　児童福祉法
　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費

　　　　・目　　的　安心して出産及び生活ができるよう支援する。
　　　　・内　　容　・妊産婦が保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院助産を受けることができない場合に、対象
　　　　　　　　　　　者からの申込みに基づき助産施設において助産を実施する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０２

民生費

児童保育費

項 02

事業１



　　　該当なし

款

目

030

03

001

令和 8年 2月18日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

0135100000

事業３助産施設等入所費

こども政策課

02

所属

事業２

　　イ　母子生活支援施設
　　　・令和3年度　対象者 1世帯（3か月）　金額 1,068千円
      ・令和4年度　対象者 1世帯（12か月） 金額 4,933千円
  　　・令和5年度　対象者 1世帯（12か月） 金額 5,118千円

      ・令和3年度　対象者 1人　金額 　158千円
      ・令和4年度　対象者 4人　金額 1,498千円

　　　　
（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし
　　　
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　・令和5年度　該当なし
　　　・令和6年度　対象者 2人　金額 　669千円 

　　　該当なし

　　　・令和6年度　対象者 1世帯（12か月） 金額 4,789千円

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　児童福祉法第22条及び第23条に基づく義務的経費として継続する必要がある。

８　その他　　　　
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

事業１

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
    ア　助産施設

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　母子生活支援施設に係る負担額は施設全体の入所状況により変動するため、令和7年度保護単価等に基づき算定した結果、
    増額となった。

037

助産施設等入所費
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当 初 予 算

児童福祉費

０１０３０２０２

民生費

児童保育費

項 02
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